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競争の導入による公共サービス改革に関する法律(平成 18 年法律第 51 号) に基づく 
民間競争入札に係る契約の締結について 

 
 

国立研究開発法人理化学研究所(以下「研究所」という。)は、競争の導入による公共
サービスの改革に関する法律(平成 18 年法律第 51 号、以下「法」という。)に基づき、
「和光地区宿舎管理業務」について民間競争入札を実施し、次のとおり契約を締結しまし
た。 
 
1. 契約相手方の住所、名称及び代表者の氏名 
  東京都世田谷区用賀四丁目 10 番 1 号 
  株式会社東急コミュニティー 
  代表取締役社長 木村昌平 
 
2. 契約金額 

306,187,200 円（税込） 
  ※実施期間（令和 7 年 4 月から令和 11 年 3 月までの 4 年間）の総額 
 
3. 業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき業務の質に関する事項 

（１） 本業務の概要 
本業務は、研究所の国際交流会館及び仁科ロッジの機能を維持し、宿舎にて実施
する業務に支障を及ぼさないように、また、居住者にとってより快適な施設利用
ができるよう、建物・設備及び外構等の性能を常時適切な状態に維持管理を行う
ものである。 

（２） 本業務の内容 
本業務の主な内容は以下のとおり。 
① 総括業務 
② 宿舎管理業務 
③ 宿舎清掃業務 

（３） 確保されるべき対象業務の質 
① 本業務の包括的な質 

本業務を通じて包括的に達成すべき質は、宿舎施設利用者に快適な施設利用を



可能とするとともに、宿舎施設における公共サービスの円滑な実施を可能とす
ることとし、具体的には以下のとおりとする。  

（ア）品質の維持  
・平常時  
本業務の不備に起因する本業務の対象施設の空調停止、停電、断水が発生し
ないこと。（０回）  
本業務の不備に起因する当施設における本業務の中断がないこと。（０回）   
・緊急時  
大地震・火災等の緊急事態が発生し、宿舎がその業務の一部又は全部を停止
した場合において、宿舎が機能を復旧する過程で、本業務の不備に起因した
復旧の遅れがないこと。（０回）  

（イ）安全性の確保  
本業務の不備に起因した本業務の宿舎における人身事故又は物損事故の発生
がないこと。（０回）  

（ウ）満足度の高いサービスの提供  
 入居者へのアンケートを実施し、本業務に関する項目の回答について、それぞ
れの設問で７割以上の回答者から「Very satisfied」又は「Satisfied」の評価を
得ること。 

② 各業務において確保すべき水準  
各業務において確保すべき水準は、仕様書で示す業務内容を確実に実施するこ
ととし、法令に反しない限り、提出書類において改善提案を行うことができ
る。  

③ 創意工夫の発揮可能性  
本業務を実施するに当たっては、以下の観点から民間事業者の創意工夫を反映
し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率性の向上、経費の削
減）に努めるものとする。 

 
4. 実施期間 
  令和 7 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日までとする。 
 
5. 受注者が、研究所に対し報告すべき事項、秘密を適正取扱うために必要な措置その他

の業務の適正かつ確実の確保のため受注者が講ずべき事項 
(１) 受注者が研究所に報告すべき事項、研究所の指示により講ずべき措置 

① 報告等 
（ア）業務計画書の作成と提出  

受注者は、本業務を行うに当たり、業務開始 7 営業日前までに、業務計画書
を研究所に提出し、研究所と協議しなければならない。業務計画書に変更が
生じた場合は、当該変更の 3 営業日前までに、当該変更を研究所に届け出
て、研究所と協議すること。  

（イ）業務報告書の作成、提出及び保管  



・本業務を実施するに当たり総括業務及び各業務で作成する報告書類及び取
扱いは研究所が定めるとおりとする。  

・総括業務及び各業務で作成する報告書類の指定様式について、対象施設及
び設備等の更新にあわせ適宜更新することがある。  

・受注者は、総括業務及び各業務で作成する報告書類について改善提案を行
うことができる。その際、提案書式を研究所に提出し、承諾を得ること。  

（ウ）環境対策や防災対策等提案の受付  
受注者は、環境対策や防災対策等に関して提案がある場合、任意の書式で意
見を提出すること。  

（エ）要望、苦情等の受付  
受注者は、本業務遂行中に研究室等より要望や苦情等を受けた場合には、速
やかに各業務の監督員へ連絡するとともに、解決に向け、誠意をもって対応
すること。 

（オ）事故等報告  
・受注者は、本業務遂行中に事故が起きた場合又は事故が発生するおそれの

あるときは、速やかに各業務の監督員へ連絡するとともに、解決に向け、
誠意をもって対応すること。  

・受注者は、本業務の実施により研究所又は第三者に損害を与えた場合、各
業務の監督員に直ちにその旨を報告し、かつ誠実に対応しなければならな
い。報告内容は、追って書面にて報告すること。 

② 調査 
研究所は、本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があると認める
ときは、法第 26 条第 1 項に基づき受注者に対し必要な報告を求め、又は事務
所に立ち入り、本業務の実施の状況若しくは帳票、書類その他の物件を検査
し、若しくは関係者に質問することができる。立入検査をする研究所の職員
は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26 条第 1 項に基づくものであるこ
とを受注者に明示するとともに、その身 分を示す証明書を携帯し関係者に提示
するものとする。 

③ 指示 
研究所は、受注者による本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要が
あると認めるときは、受注者に対し、必要な措置を取るべきことを指示するこ
とができる。また、研究所は、本業務の検査・監督において業務の質の低下に
つながる問題点を確認した場合は、随時受注者に指示を行うことができるもの
とする。  
受注者から研究所への業務計画書・作業報告書その他の関係書類の提出及び各
種の報告は、緊急時等を除き原則として総括責任者を通して行うものとする。
研究所は、提出された各種書類及び各種の報告の内容について、総括責任者に
修正、追加、処置方法等必要な指示を行うものとする。 

(２) 秘密を適正に取り扱うために必要な措置 
① 秘密保持  



受注者は、本業務に関して研究所が開示した情報（公知の事実等を除く。）及
び業務遂行上直接又は間接的に知り得た情報を許可なく漏洩してはならないも
のとし、そのための必要な措置を講ずること。受注者（その者が法人である場
合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の本業務に従事している者
又は従事していた者は業務上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならな
い。  

② 個人情報の保護   
（ア）守秘義務、目的外の利用及び複製の禁止  

・受注者は、本業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報（以下
「個人情報」という。）を第三者に漏らしてはならない。契約期間満了後
又は契約解除後も同様とする。  

・受注者は、本業務以外の目的で個人情報を利用してはならない。また個人
情報について研究所に無断で第三者へ提供してはならない。  

・受注者は、事前に研究所の承認を受けて、業務を行う場所で、かつ業務に
必要最小限の範囲で行う場合を除き、個人情報を複製又は複写してはなら
ない。  

（イ）責任体制の整備及び周知  
・受注者は、個人情報の安全管理について、その内部における責任体制を維

持しなければならない。  
・受注者は、本業務を実施するに当たり、個人情報の管理に関する責任者を

定めるなど管理体制を整備しなければならない。  
・受注者は、本業務に従事する者全員に対し、在職中及び退職後においても

本業務を実施するに当たり知り得た個人情報を漏洩し、又は不当な目的に
使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周知
徹底しなければならない。  

（ウ）個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応  
・受注者は、個人情報の漏洩等の事故が発生した場合は、直ちに研究所に対

して書面により報告し、研究所の指示に従うとともに、収束まで解決に向
けて最善を尽くさなければならない。  

・研究所は、個人情報の漏洩等の事故が発生した場合は、当該事故に関する
情報を公表することができる。 

(３) 契約に基づき受注者が講じるべき措置 
① 業務の開始及び中止  
（ア）受注者は、業務開始日に、確実に本業務を開始すること。  
（イ）受注者は、やむを得ない事由により本業務を一時中断しようとするとき

は、あらかじめ、研究所の承認を受けること。 
② 公正な取扱い  
（ア）受注者は、本業務の実施にあたって、研究所職員等を合理的な理由なく区

別してはならない。  
（イ）受注者は、研究所職員等の取扱いについて、自らが行う他の事業における



利用の有無等により区別してはならない。  
③ 秩序の維持  
（ア）受注者は、構内にて秩序風紀を乱す行為を行ってはならない。  
（イ）受注者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをして

はならない。  
④ 宣伝行為の禁止  

 受注者及び業務従事者は、本業務の実施にあたって、自らが行う業務の宣伝を
行ってはならない。また、受注者及び業務従事者は、本業務の実施の事実をも
って、第三者に対し誤解を与えるような行為をしてはならない。  

⑤ 法令等の遵守  
受注者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守し、研究
所の規程等に従うこと。  

⑥ 安全衛生  
受注者は、業務従事者の労働安全衛生に関する労務管理について、責任者を定
め、関係法令に従って行うこと。  

⑦ 権利義務の帰属等  
（ア）本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利に抵触するときは、

受注者は、その責任において、必要な措置を講じること。  
（イ）受注者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、研

究所の承認を受けること。  
⑧ 設備更新の際における受注者への措置  

契約期間中に設備が更新される際は、更新機器について受注者に通知するとと
もに、契約変更を行う場合がある。  

⑨ 業務の再委託  
（ア）受注者は、本業務の実施に当たり、全部又は主体的部分（総括業務の全

部、宿舎管理業務の全部、又は総括業務・宿舎管理業務の全部）を一括し
て第三者に委託（以下「再委託」という。）し、請負わせてはならない。
ただし、研究所の承諾を得た場合はこの限りではない。  

（イ）受注者は、本業務の実施に当たり、業務開始日よりその一部について再委
託を行う場合は、入札時において再委託に関する事項（再委託先の住所及
び名称、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの必要性、再
委託先の業務履行能力、その他業務管理の方法）について記載し承認を得
なければならない。  

（ウ）受注者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再
委託に関する事項を明らかにした上で研究所の承認を受けなければならな
い。  

（エ）受注者は、上記イ及びウにより再委託を行う場合には、受注者が研究所に
対して負う義務を適切に履行するため、再委託先の事業者に対し、本仕様
書に規定する事項について必要な措置を講じさせるとともに、再委託先か
ら必要な報告を徴収することとする。  



（オ）受注者が、再委託先の事業者に本業務の一部を実施させる場合は、すべて
受注者の責任において行うものとし、再委託先の事業者の責めに帰すべき
事由については、受注者の責めに帰すべき事由とみなして、受注者が責任
を負うものとする。 

⑩ 損失負担  
（ア）受注者は、本業務の実施について研究所に損害を与えたときは、直ちに研

究所に報告し、損害を賠償しなければならない。  
（イ）受注者は、業務の実施について第三者に損害を与えたときは、直ちに研究

所に報告し、受注者の負担において賠償するものとする。ただし、その損
害の発生が研究所の責に帰すべき事由によるときにはその限度において研
究所の負担とする。  

（ウ）受注者は、受注者の責に帰さない事由による損害については、上記（ア）
又は（イ）の規定による賠償の責を負わない。  

⑪ 緊急時対応  
（ア）受注者は、業務の履行に当たって事故が発生したとき又は事故が発生する

おそれのあるときは、研究所の指示を受け、又は研究所受注者協議をして
臨機の措置をとらなければならない。ただし、救急やむを得ない事情があ
るときは、受注者の判断によって臨機の措置をとらなければならない。  

（イ）前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を遅滞なく各業
務の監督員に通知しなければならない。  

⑫ 契約変更  
研究所及び受注者は、実施要項で研究所が提示した条件と異なる事象が発生し
た場合、その他やむを得ない事由により契約の内容を変更しようとする場合
は、予め変更の理由を書面により相手方へ提出し、相手方の承認を受けるとと
もに、法第 21 条の規定に基づく手続きを適切に行わなければならない。  

⑬ 契約解除  
（ア）研究所は、受注者が次のいずれかに該当するときは、本業務に係る契約の

全部又は一部を解除することができる。  
・正当な理由がなく、契約上の業務を履行せず、又は履行する見込みがない

と明らかに認められるとき。  
・（３）⑨「業務の再委託」又は（２）①「秘密保持」又は（２）②「個人

情報の保護」の規定に違反したとき。  
・前各号のほか、本契約に違反し、その違反により契約の目的を達成するこ

とができないと認められるとき。  
・受注者が次のいずれかに該当するとき。  

①役員等（受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは本
契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77
号）第 2 条第 6 号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団
員」という。）であると認められるとき。  



②暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号
に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が
経営に実質的に関与していると認められるとき。  

③役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者
に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした
と認められるとき。  

④役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供
与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し
くは関与していると認められるとき。  

⑤役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい
ると認められるとき。  

⑥下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手
方がアからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契
約を締結したと認められるとき。  

⑦受注者が、①から⑤までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、
原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（⑥に該当する
場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受
注者がこれに従わなかったとき。  

（イ）研究所は、前項の規定により契約を解除したときは、既済部分について検
査を行い、当該検査合格部分に相当する代金を支払う。  

（ウ）受注者は、⑬（ア）により契約を解除された場合は、契約金額の 100 分の
10 に相当する金額を違約金として、研究所の指定する期限までに研究所に
支払わなければならない。 

（エ）業務期間開始前及び終了時の引継方法  
・業務開始前の引継（人の採用等の準備を含めた落札後の準備及び引き継ぎ

期間を２ヶ月確保） 本業務の契約期間開始１週間前までに、本業務を実施
している者から、実地研修を含む少なくとも２週間以上の引継ぎを受ける
こと。研究所は引継ぎが完了したことを確認する。当該引継ぎに要する費
用は、研究所の負担とし、業務を円滑に実施するための準備が完了するま
で（総括業務及び各業務のフロー、運用規則の理解）行うものとする。な
お、契約期間開始前に業務を行っていた者が引き続きその業務を行うこと
となる場合には、この限りではない。  

・業務終了時の引継（人の採用等の準備を含めた落札後の準備及び引き継ぎ
期間を２ヶ月確保） 本業務の契約期間が終了する際、本業務を引継ぐ者に
対し、次期業務開始の１週間前までに実地研修を含む少なくとも２週間以
上の引継ぎを行うこと。研究所は引継ぎが完了したことを確認する。当該
引継ぎに要する費用は、本業務を受注した民間事業者（引継ぎを行う者）
の負担とし、本業務を引継ぐ者が決定後引継ぎを開始し、業務を円滑に実
施するための準備が完了するまで（総括業務及び各業務のフロー、運用規
則の理解）行うものとする。なお、受注者が変更にならない場合は、この



限りではない。  
・設備・備品  

本業務の契約期間が終了する際、本業務の遂行に当たり使用した設備・備
品については、原状回復をした上で研究所に引き渡すこと。また、受注者
が本業務に供するために持ち込んだ設備・備品については、すべて受注者
の負担で撤去すること。  

・書類及びデータの扱い  
本業務の契約期間が終了する際、研究所が提供した情報については、書類
や電子データ等の媒体の種類に関わらず、すべて研究所に返却するか適正
に破棄すること。また、受注者が本業務の遂行に当たり収集した情報及び
本実施要項（付属資料含む）において作成が義務づけられている書類又は
電子媒体については、すべて研究所に無償で引き渡すこと。  

・業務引き継ぎ工程表の作成と提出  
受注者は、業務開始１ヶ月前までに、本業務に関する引き継ぎ工程表を作
成し、研究所に提出すること。 

 
6. 受注者が対象公共サービスを実施するに当たり、第三者に損害を加えた場合におい

て、その損害の賠償に関し契約により当該受注者が負うべき責任に関する事項 
本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の本公共サービスに従事
する者が、故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損害を与え
た場合には、次に定めるところによるものとする。  

（１） 受託者に対する求償  
研究所が国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項等に基づき当該第三
者に対する賠償を行ったときは、研究所は受託者に対し、当該第三者に支払った
損害賠償（当該損害の発生について研究所の責めに帰すべき理由が存する場合
は、研究所が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求
償することができる。  

（２） 研究所に対する求償  
受託者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する
賠償を行った場合であって、当該損害の発生について研究所の責めに帰すべき理
由が存するときは、受託者は研究所に対し、当該第三者に支払った損害賠償額の
うち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償 
することができる。  

（３） その他  
受託者が本契約に違反したことによって、又は受託者（その者が法人である場合
にあっては、その役員）若しくはその職員その他の本契約の履行に従事する者が
故意若しくは過失によって研究所に損害を与えたときは、受託者は、研究所に対
する当該損害の賠償の責めに任じなければならない。 

 
 



 
7. 業務の実施体制及び実施方法 

(１) 実施体制 
本業務の実施に当たっては、総括責任者を配置し、業務従事者を常駐とする。 

 (２) 実施方法 
実施方法については、同仕様書並びに業務運営の具体的な方法及びその質の確保
等について作成した技術審査書類等に基づき適切に実施する。 

 
以上 


